
 

千葉市住宅確保要配慮者円滑入居支援補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 市長は、住宅確保要配慮者が円滑入居賃貸住宅、居住安定援助賃貸住宅又は入

居支援住宅に入居する際に要する家賃債務保証料、孤独死・残置物に係る保険料、死

後事務委任契約（残置物の処理に係るものに限る。）に係る費用及び緊急連絡先引受

けに係る費用（以下、「家賃債務保証料等」という。）について、住宅確保要配慮者に

対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成１９年法律第１１２号。以下、「法」

という。）、公的賃貸住宅家賃対策調整補助金交付要綱（平成１８年３月２７日国住備

第１３２号。以下、「国要綱」という。）、千葉市補助金等交付規則（昭和６０年千葉

市規則第８号、以下、「規則」という。）、千葉市民間賃貸住宅入居支援制度実施要綱

（以下、「入居支援実施要綱」という。）及び本要綱の定めるところにより、予算の範

囲内において補助金を交付することをもって、住宅確保要配慮者の円滑な入居を促進

する。 

 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。 

（１）円滑入居賃貸住宅 

   国要綱第３第１項第９号に規定する住宅確保要配慮者円滑入居賃貸住宅のうち、

千葉市内に所在するものをいう。 

（２）居住安定援助賃貸住宅 

   国要綱第３第１項第１１号に規定する居住安定援助賃貸住宅のうち、千葉市内に

所在するものをいう。 

（３）入居支援住宅 

   入居支援実施要綱第２条第２号に掲げる協力不動産店から住宅確保要配慮者の

受入れが可能な賃貸住宅として情報提供を受けた民間賃貸住宅をいう。 

（４）家賃債務保証業者等 

   法第２０条第２項に規定する家賃債務保証業者、法第５９条第１項に規定する住

宅確保要配慮者居住支援法人及び保険業者をいう。 

 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象者は、次の各号に掲げるいずれかの者とする。 

（１）円滑入居賃貸住宅及び居住安定援助賃貸住宅 

家賃債務保証料等の低廉化を行う家賃債務保証業者等 

（２）入居支援住宅 



千葉市内に所在する入居支援住宅に入居する世帯 

 

（住宅の要件） 

第４条 補助の対象となる住宅は、第１号、第２号の要件を満たし、かつ、円滑入居賃

貸住宅及び居住安定援助賃貸住宅にあっては第３号、入居支援住宅にあっては第４号

の要件を満たすものとする。 

（１）家賃債務保証料等の額が適正な水準であること。 

（２）家賃債務保証を行う者及び賃貸人が、入居者に保証人（当該家賃債務保証を行う 

者を除く。）を求めない住宅であること。 

（３）管理開始から１０年以内であること。 

（４）耐震性能を有している住宅であること。 

 

（入居者の要件） 

第５条 補助の対象となる住宅の入居者は、第１号から第５号の要件をすべて満たし、

かつ、入居支援住宅にあっては第６号の要件を満たすものとする。 

（１）市税の滞納がないこと。 

（２）生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第１４条に規定する住宅扶助、生活困

窮者自立支援法（平成２５年法律第１０５号）第３条第３項に規定する生活困窮者

住居確保給付金を受給していないこと。 

（３）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２

条第６号に規定する暴力団員を含まないこと。 

（４）その他公的制度による同種の補助等を受けていないこと。 

（５）入居者の世帯収入（公営住宅法施行令（昭和２６年政令第２４０号）第１条第３ 

号に定める収入をいう。）が、１５万８千円を超えていないこと。ただし、同一世 

帯に子ども（１８歳に達する日以降の最初の３月３１日までの間にある者）若しく 

は妊娠している者がいる場合、又は新婚世帯（婚姻日又は事実上婚姻関係となった 

日から起算して５年以内の世帯に限る。）については２１万４千円を、同居者に１ 

８歳未満の子ども（１８歳に達する日以降の最初の３月３１日までの間にある者） 

が３人以上いる場合は２５万９千円を超えないこと。 

（６）市から入居支援住宅の情報提供を受け、入居した者であること。 

 

（補助対象費用及び補助額） 

第６条 補助対象費用及び補助額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に掲げる

とおりとする。なお、補助額に１，０００円未満の端数があるときは、切り捨てるも

のとする。 

（１）補助対象費用 入居するにあたり、最初に支払う家賃債務保証料等とする。 

（２）補助額 １戸あたり６万円を限度とする。 



 

（交付申請） 

第７条 規則第３条の規定により、補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」

という。）は、賃貸借契約締結後、速やかに、千葉市住宅確保要配慮者円滑入居支援

補助金交付申請書（様式第１号）に次の各号に掲げる書類を添付して市長に提出しな

ければならない。 

（１）賃貸借契約書の写し 

（２）家賃債務保証等の契約書の写し 

（３）入居後の同一の世帯に属する者に係る住民票の写し 

（４）入居後の同一の世帯に属する者に係る所得証明書 

（５）入居後の同一の世帯に属する者に係る市税の滞納がないことを証明する書類 

（６）家賃債務保証業者等が通常設定している家賃債務保証料等が確認できる書類 

（７）その他入居資格等に係る証明書等 

２ 前項に定めるもののほか、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に掲げる書類を 

添付し提出しなければならない。 

（１）円滑入居賃貸住宅及び居住安定援助賃貸住宅 

国に登録された家賃債務保証業者、住宅確保要配慮者居住支援法人又は国から免

許若しくは登録を受けた保険業者であることを証明する書類の写し 

（２）入居支援住宅 

ア 入居した住宅が新耐震基準に適合していることがわかる書類の写し 

  イ 家賃債務保証料等を支払ったことが分かる書類の写し 

３ 第１項第３号から第５号までに掲げる書類は、同意書（様式第２号）の提出により

省略することができる。 

 

（交付決定通知等） 

第８条 市長は、前条の規定による申請があった場合、当該申請の内容を審査し、適当

であると認めたときは、千葉市住宅確保要配慮者円滑入居支援補助金交付決定兼額確

定通知書（様式第３号）により、速やかに通知するものとする。 

２ 市長は、規則第４条第３項の規定により、補助金を交付することが適当でないと認

めたときは、千葉市住宅確保要配慮者円滑入居支援補助金不交付決定通知書（様式第

４号）により通知するものとする。 

 

（請 求） 

第９条 申請者は、前条第１項の規定による通知を受け、補助金の交付を請求するとき

は、千葉市住宅確保要配慮者円滑入居支援補助金交付請求書（様式第５号）を市長に

提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による請求書を受理したときは、その内容を審査し、速やかに 



補助金を交付するものとする。 

 

（決定の取消及び補助金の返還） 

第１０条 市長は、申請者が、規則第１７条第１項各号のいずれかに該当すると認める

ときは、交付決定を取消し、その者に既に交付した補助金の全部又は一部の返還を、

千葉市住宅確保要配慮者円滑入居支援補助金交付決定取り消し通知書兼返還命令書

（様式第６号）により、命ずることができる。 

 

（補 則） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は都市局長が

別に定めるものとする。 

 

  附 則 

この要綱は、平成３０年４月２日から施行する。 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 この要綱は、令和４年８月１日から施行する。 

この要綱は、令和５年１０月２日から施行する。 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

この要綱は、令和７年１０月１日から施行する。 

 

  



様式第１号 

 

千葉市住宅確保要配慮者円滑入居支援補助金交付申請書 
 

  年  月  日 

 

（あて先）千葉市長 

 

申請者住所                  

氏   名          (※) 
 

連絡先電話番号               

                  E-mailアドレス                

 

千葉市住宅確保要配慮者円滑入居支援補助金の交付を受けたいので、千葉市住宅確保

要配慮者円滑入居支援補助金交付要綱第７条第１項の規定により、下記のとおり申請し

ます。 

 

記 

 １ 住宅種別（該当する項目の□にレを付すこと） 

□円滑入居賃貸住宅 

□居住安定援助賃貸住宅 

□入居支援住宅 

 

２ 交付申請額（＊） 

金 

十万 万 千 百 十 円 

   ０ ０ ０ 

※金額は右詰めで記入のこと。 

 

３ 補助対象要件（該当する項目の□にレを付すこと） 

□家賃債務保証料等の額が適正な水準である。 

□家賃債務保証を行う者及び賃貸人が、入居者に保証人（当該家賃債務保証を行

う者を除く。）を求めない住宅であること。 

□生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第１４条に規定する住宅扶助、生活

困窮者自立支援法（平成２５年法律第１０５号）第３条第３項に規定する生活

困窮者住居確保給付金を受給していないこと。 

□その他公的制度による同種の補助等を受けていないこと。 

(※)本人が手書きしない場合は、記名押印してください。 



（添付書類）  

１ 共通 

（１）賃貸借契約書の写し 

（２）家賃債務保証等の契約書の写し 

（３）入居後の同一の世帯に属する者に係る住民票の写し又は同意書 

（４）入居後の同一の世帯に属する者に係る所得証明書 

（５）入居後の同一の世帯に属する者に係る市税の滞納がないことを証明する書類 

   又は同意書 

（６）家賃債務保証業者等が通常設定している家賃債務保証料等が確認できる書類 

（７）その他入居資格等に係る証明書等 

２ 円滑入居賃貸住宅の場合 

（１）家賃債務保証料明細書（様式第１号の２）、孤独死・残置物に係る保険料明細

書（様式第１号の３）、死後事務委任契約に係る費用明細書（様式第１号の

４）、及び緊急連絡先引受けに係る費用明細書（様式第１号の５） 

（２）国に登録された家賃債務保証業者、住宅確保要配慮者居住支援法人又は国から

免許若しくは登録を受けた保険業者であることを証明する書類の写し 

３ 入居支援住宅の場合 

（１）交付申請額の算出の基礎（様式第１号の６） 

（２）入居した住宅が新耐震基準に適合していることがわかる書類の写し 

（３）家賃債務保証料等を支払ったことが分かる書類の写し 

  



別紙（様式第１号の２） 

 

家賃債務保証料明細書 

 

入居者氏名 住所 
家賃債務 

保証料(A) 

入居者 

負担額(B) 

補助額 

(A)－(B) 

  円 円 円 

家賃債務保証委託契約年月日：     年   月   日 

入居者氏名 住所 
家賃債務 

保証料(A) 

入居者 

負担額(B) 

補助額 

(A)－(B) 

  円 円 円 

家賃債務保証委託契約年月日：     年   月   日 

入居者氏名 住所 
家賃債務 

保証料(A) 

入居者 

負担額(B) 

補助額 

(A)－(B) 

  円 円 円 

家賃債務保証委託契約年月日：     年   月   日 

入居者氏名 住所 
家賃債務 

保証料(A) 

入居者 

負担額(B) 

補助額 

(A)－(B) 

  円 円 円 

家賃債務保証委託契約年月日：     年   月   日 

入居者氏名 住所 
家賃債務 

保証料(A) 

入居者 

負担額(B) 

補助額 

(A)－(B) 

  円 円 円 

家賃債務保証委託契約年月日：     年   月   日 

 

 



別紙（様式第１号の３） 

 

孤独死・残置物に係る保険料明細書 

 

入居者氏名 住所 
孤独死・残置物

に係る保険料(A) 

入居者 

負担額(B) 

補助額 

(A)－(B) 

  円 円 円 

孤独死・残置物に係る保険契約年月日：     年   月   日 

入居者氏名 住所 
孤独死・残置物

に係る保険料(A) 

入居者 

負担額(B) 

補助額 

(A)－(B) 

  円 円 円 

孤独死・残置物に係る保険契約年月日：     年   月   日 

入居者氏名 住所 
孤独死・残置物

に係る保険料(A) 

入居者 

負担額(B) 

補助額 

(A)－(B) 

  円 円 円 

孤独死・残置物に係る保険契約年月日：     年   月   日 

入居者氏名 住所 
孤独死・残置物

に係る保険料(A) 

入居者 

負担額(B) 

補助額 

(A)－(B) 

  円 円 円 

孤独死・残置物に係る保険契約年月日：     年   月   日 

入居者氏名 住所 
孤独死・残置物

に係る保険料(A) 

入居者 

負担額(B) 

補助額 

(A)－(B) 

  円 円 円 

孤独死・残置物に係る保険契約年月日：     年   月   日 

 

 



別紙（様式第１号の４） 

 

死後事務委任契約に係る費用明細書 

 

入居者氏名 住所 
死後事務委任契

約に係る費用(A) 

入居者 

負担額(B) 

補助額 

(A)－(B) 

  円 円 円 

死後事務委任契約年月日：     年   月   日 

入居者氏名 住所 
死後事務委任契

約に係る費用(A) 

入居者 

負担額(B) 

補助額 

(A)－(B) 

  円 円 円 

死後事務委任契約年月日：     年   月   日 

入居者氏名 住所 
死後事務委任契

約に係る費用(A) 

入居者 

負担額(B) 

補助額 

(A)－(B) 

  円 円 円 

死後事務委任契約年月日：     年   月   日 

入居者氏名 住所 
死後事務委任契

約に係る費用(A) 

入居者 

負担額(B) 

補助額 

(A)－(B) 

  円 円 円 

死後事務委任契約年月日：     年   月   日 

入居者氏名 住所 
死後事務委任契

約に係る費用(A) 

入居者 

負担額(B) 

補助額 

(A)－(B) 

  円 円 円 

死後事務委任契約年月日：     年   月   日 

 

 



別紙（様式第１号の５） 

 

緊急連絡先引受けに係る費用明細書 

 

入居者氏名 住所 
緊急連絡先引受

けに係る費用(A) 

入居者 

負担額(B) 

補助額 

(A)－(B) 

  円 円 円 

緊急連絡先引受けに係る契約年月日：     年   月   日 

入居者氏名 住所 
緊急連絡先引受

けに係る費用(A) 

入居者 

負担額(B) 

補助額 

(A)－(B) 

  円 円 円 

緊急連絡先引受けに係る契約年月日：     年   月   日 

入居者氏名 住所 
緊急連絡先引受

けに係る費用(A) 

入居者 

負担額(B) 

補助額 

(A)－(B) 

  円 円 円 

緊急連絡先引受けに係る契約年月日：     年   月   日 

入居者氏名 住所 
緊急連絡先引受

けに係る費用(A) 

入居者 

負担額(B) 

補助額 

(A)－(B) 

  円 円 円 

緊急連絡先引受けに係る契約年月日：     年   月   日 

入居者氏名 住所 
緊急連絡先引受

けに係る費用(A) 

入居者 

負担額(B) 

補助額 

(A)－(B) 

  円 円 円 

緊急連絡先引受けに係る契約年月日：     年   月   日 

 

 



別紙（様式第１号の６） 

 

交付申請額の算出の基礎 

賃貸借契約 契約年月日    年   月   日 

家賃債務保証 

委託契約 

契約業者等の名称   

家賃債務保証料支払日  年   月   日 

支払額（Ａ） 円 

孤独死・残置物

に係る保険契約 

契約業者等の名称   

孤独死・残置物に係る 

保険料支払日 
 年   月   日 

支払額（Ｂ） 円 

死後事務委任契

約 

契約業者等の名称               

死後事務委任契約に係る 

費用支払日 
 年   月   日 

支払額（Ｃ）             円 

緊急連絡先引受

けに係る契約 

契約業者等の名称               

緊急連絡先引受けに係る 

費用支払日 
 年   月   日 

支払額（Ⅾ）             円 

合計(Ｅ) （Ａ）+（Ｂ）+（Ｃ）+（Ⅾ） 円 

補助上限額（Ｆ）  ６０，０００ 円 

補助申請額 

(Ｅ)と（Ｆ）を比較し、金額が低い方の

1,000 円未満を切り捨てた額を記載して

ください。 

円 

    



様式第２号 

 

同意書 
 

  年  月  日 

 

（あて先）千葉市長 

 

契約者住所 

氏名             (※) 
(※)本人が手書きしない場合は、記名押印してください。 

生年月日     年    月    日 

連絡先電話番号 

                  E-mailアドレス 

 

 

 私と世帯員は、千葉市住宅確保要配慮者円滑入居支援補助金の交付申請における、下

記事項について、市長が確認することに同意します。 

 

記 

 

１ 千葉市内に登録のある住民記録情報のうち、世帯全員の氏名、住所、生年月日、前

住所、住民となった年月日、住所を定めた年月日 

 

２ 直近の市県民税所得証明に記載のある所得金額 

  注）当該年度の 1月 1日時点で千葉市に住民票がある場合に限る 

 

３ 市税の納税状況（滞納の有無） 

 

（申請者ほか世帯員の同意欄） 

氏名 生年月日     年   月   日 

氏名 生年月日     年   月   日 

氏名 生年月日     年   月   日 

氏名 生年月日     年   月   日 

※同意欄は、自筆による署名をお願いします。 

（親権者による代筆でも構いません。） 

  



様式第３号 

千葉市指令都住政第   号 

 

住所 

氏名           様 

 

千葉市住宅確保要配慮者円滑入居支援補助金交付決定兼額確定通知書 

 

  年  月  日付けで申請のあった千葉市住宅確保要配慮者円滑入居支援補助

金の交付申請について、次のとおり交付することを決定し及び交付額を確定したので、

千葉市住宅確保要配慮者円滑入居支援補助金交付要綱第８条第１項の規定により通知

します。 

 

   年  月  日 

 

千葉市長            印 

 

 

１ 補助金の交付決定額及び交付確定額 

金 

十万 万 千 百 十 円 

   ０ ０ ０ 

２ 補助に係る住宅の名称及び所在地 

名 称              所在地                                   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第４号 

千葉市指令都住政第   号 

 

住所 

氏名          様 

 

千葉市住宅確保要配慮者円滑入居支援補助金不交付決定通知書 

 

 

   年  月  日付けで申請のあった千葉市住宅確保要配慮者円滑入居支援補助

金の交付申請について、次の理由により交付しないことを決定したので、千葉市住宅確

保要配慮者円滑入居支援補助金交付要綱第８条第２項の規定により通知します。 

 

   年  月  日 

 

千葉市長           印 

 

 

（理 由） 

 

 

 

 

 

 

 

 

審査請求等について 

 １ この決定についての審査請求は、この決定があったことを知った日の翌日から起

算して３か月以内に、千葉市長に対してすることができます。 

 ２ この決定の取消しを求める訴訟は、この決定があったことを知った日の翌日から

起算して６か月以内に、千葉市を被告として提起することができます。 

  



様式第５号 

千葉市住宅確保要配慮者円滑入居支援補助金交付請求書 

 

  年  月  日 

 

（あて先）千葉市長 

 

申請者住所                  

氏   名          (※) 
 

連絡先電話番号               

                  E-mailアドレス                

 

 

  年  月  日付け千葉市指令都住政第   号千葉市住宅確保要配慮者円滑

入居支援補助金交付決定兼額の確定通知書により確定した補助金について、千葉市住宅

確保要配慮者円滑入居支援補助金交付要綱第９条第１項の規定により、その交付を請求

します。 

交付請求額 

金 

十万 万 千 百 十 円 

   
０ ０ ０ 

          ※金額は右詰めで記入すること。 

 

補助金の振込先 

金融機関名        銀行・金庫 

       組合・農協  

支店

名 

 

      本店・支店 

      本所・支所 

貯金の種類 普通 ・ 当座  ・  その他(           ) 

口座番号  

口座名義 ﾌﾘｶﾞﾅ 

 

※口座名義については必ず請求者氏名と一致すること。 

(※)本人が手書きしない場合は、記名押印してください。 



様式第６号 

千葉市達都住政第  号 

 

 

住所 

氏名 

             様 

 

 

千葉市住宅確保要配慮者円滑入居支援補助金交付決定取り消し通知書兼返還命令書  

 

 

 

千葉市住宅確保要配慮者円滑入居支援補助金交付要綱第１０条の規定により、次

のとおり返還を命ずる。  

                             

 

         年  月  日 

 

 

                      千葉市長         印 

 
 

補助金の交付決定額 

 兼  額の確定額 
            円 

返 還 す べ き 金 額             円 

返 還 期 限 年    月    日まで 

返還を命ずる理由 
 

返 還 方 法 
 

 

 

審査請求等について 

 １ この決定についての審査請求は、この決定があったことを知った日の翌日から起

算して３か月以内に、千葉市長に対してすることができます。 

 ２ この決定の取消しを求める訴訟は、この決定があったことを知った日の翌日から

起算して６か月以内に、千葉市を被告として提起することができます。 


